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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成16年６月28日に提出いたしました第100期(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)の有

価証券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報

告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

（１） 連結財務諸表 

注記事項 

（リース取引関係） 

 

３ 【訂正箇所】 

 訂正箇所は    を付して表示しています。 

 

(訂正前) 
 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 

36 14 22

機械装置及び 
運搬具 

10,724 5,808 4,915

工具器具備品 9,369 4,408 4,961

無形固定資産 471 338 132

合計 20,601 10,570 10,031

 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 

7,346 4,493 2,853

機械装置及び
運搬具 

4,401 2,791 1,610

工具器具備品 20,564 9,812 10,752

営業用 
賃貸資産 

9,045 4,712 4,332

無形固定資産 1,085 582 502

合計 42,443 22,392 20,051

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注) 同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,564百万円

１年超 6,466 〃 

合計 10,031 〃 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,089百万円

１年超 11,961 〃 

合計 20,051 〃 
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(注) 同左 
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前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 4,311百万円

減価償却費相当額 4,311 〃 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5,640百万円

減価償却費相当額 5,640 〃 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 4,940百万円

１年超 14,745 〃 

合計 19,685 〃 
 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 26,951百万円

１年超 51,323 〃 

合計 78,275 〃 
 

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

営業用賃貸資産 576 537 38

合計 576 537 38
 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

営業用賃貸資産 25,232 14,938 10,294

合計 25,232 14,938 10,294
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 44百万円

１年超 ― 〃 

合計 44 〃 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,221百万円

１年超 5,616 〃 

合計 11,838 〃 
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が営業債権の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み法により算定しており

ます。 

(注) 同左 

③ 受取リース料及び減価償却費額 

受取リース料 618百万円

減価償却費 537 〃 
 

③ 受取リース料及び減価償却費額 

受取リース料 17,178百万円

減価償却費 14,938 〃 
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(訂正後) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 

36 14 22

機械装置及び 
運搬具 

10,724 5,808 4,915

工具器具備品 9,369 4,408 4,961

無形固定資産 471 338 132

合計 20,601 10,570 10,031

 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 

7,346 4,493 2,853

機械装置及び
運搬具 

4,401 2,791 1,610

工具器具備品 20,564 9,812 10,752

営業用 
賃貸資産 

9,045 4,712 4,332

無形固定資産 1,085 582 502

合計 42,443 22,392 20,051

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注) 同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,564百万円

１年超 6,466 〃 

合計 10,031 〃 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,089百万円

１年超 11,961 〃 

合計 20,051 〃 
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(注) 同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 4,311百万円

減価償却費相当額 4,311 〃 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5,640百万円

減価償却費相当額 5,640 〃 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 4,940百万円

１年超 14,745 〃 

合計 19,685 〃 
 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 7,151百万円

１年超 20,412 〃 

合計 27,564 〃 
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前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(貸主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

営業用賃貸資産 576 537 38

合計 576 537 38
 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

営業用賃貸資産 18,459 11,512 6,947

合計 18,459 11,512 6,947
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 44百万円

１年超 ― 〃 

合計 44 〃 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,065百万円

１年超 3,439 〃 

合計 7,505 〃 
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が営業債権の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み法により算定しており

ます。 

(注) 同左 

③ 受取リース料及び減価償却費額 

受取リース料 618百万円

減価償却費 537 〃 
 

③ 受取リース料及び減価償却費額 

受取リース料 2,890百万円

減価償却費 2,285 〃 
 

 

 

 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 3,857百万円

１年超 4,198 〃 

合計 8,055 〃 
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